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　貿易に関する国際ルールは世界貿易機関（World Trade Organization: WTO）
とその前身である関税及び貿易に関する一般協定（General Agreement on Tar-
iffs and Trade: GATT）を中心に形成されてきた。しかし近年，地域貿易協定
（regional trade agreement: RTA）を通じた二国間・地域間レベルでの貿易自由
化が急速に重要度を増しており1，WTO ルールとは別に当事国間にのみ適
用される貿易ルールが網の目のように形成され，複雑な様相を呈している。
　最近の RTA の特徴として，（1）途上国が参加する RTA，なかでも先進国
－途上国 RTA が増えていること2，（2）環境や労働といった新たな分野を扱



















少しずつだが増えてきている。とりわけ OECD は RTA における「貿易と環
境」問題をいち早く取り上げ（OECD 2000），その後も継続的に考察を加え






　まず第 ₁ 節では RTA における環境条項について整理する。第 ₂ 節では途
上国との RTA を数多く締結している米国，欧州連合（European Union: EU），
日本，カナダに加え，途上国間 RTA を取り上げ，それらの RTA の環境条項





























えば，西アフリカ諸国経済共同体（Economic Community of West African States: 





NAAEC（North American Agreement on Environmental Cooperation）が発効する


















































　RTA と国際環境条約の関係について明確な表現で規律している RTA は少
ない。この問題について初めて明文規定をおいたのは NAFTA である。




IISD 2005, 98）。このような明文規定をおいている RTA はほかに，Canada-






渉・締結した RTA には，こうした WTO プラスの規定が含まれている。
₃ ．法的拘束力の有無
　多くの RTA は法的拘束力のない形態で環境条項を組み込んでいる。努力
規定であることを示唆する用語を使ったり，New Zealand-Thailand RTA のよ
うに，環境条項について 「政治的コミットメントではあるが，いずれの締約
国に対しても法的拘束力はない」と規定し，その法的拘束力を明確に否定し
たりしている（Tébar Less and Kim 2008, 6）。ただし，法的拘束力のある環境
条項をもつ RTA もある。米国が当事国となっている RTA がよい事例として
挙げられよう。たとえば NAFTA の補完協定である NAAEC は，各国に環境
法の実効的な実施と条約に規定されているコミットメントを実施できるメカ














金援助も行っている。一方，ニュージーランドは National Interest Analysis
と呼ばれる事後の環境アセスメントを行っている。また，RTA 自体のフィ
ージビリティスタディを実施する際，そこに環境アセスメントを含む場合も
ある。たとえば，New Zealand-China RTA は，協定交渉に入る前に実施した
フィージビリティスタディで環境に対する影響も考慮している（Tébar Less 




された国家環境政策法（National Environment Policy Act: NEPA）と Executive 
Order 13141を法的根拠としており，カナダは1999年の政策・プラン・プロ
グラムの環境アセスメントに関する閣議指令（Cabinet Directive on the Envi-
ronmental Assessment of Policy, Plan and Program Proposals）と2001年貿易交渉に
関する環境アセスメント実施枠組み（Framework for Conducting Environmental 
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Assessments of Trade Negotiations）に基づく。また EU の持続可能性影響評価
（Sustainability Impacts Assessment: SIA）は，欧州委員会（European Commission）
が2002年に発表したガイドライン（Communication from the Commission on Im-
pact Assessment）に基礎をおいている⑺（Tébar Less and Kim 2008, 8; UNEP and 
IISD 2005, 98; 環境省 2004）。
第 ₂ 節　各国 RTA の環境条項の特徴
　途上国が参加する RTA としては，先進国－途上国 RTA と途上国間 RTA






異なる待遇」（special and differential treatment: S&D）が導入されている（本書
第 ₆ 章参照）。これにより，途上国メンバーは GATT 第 ₁ 条（最恵国待遇）の
規定にかかわらず，一定の条件を満たせば GATT/WTO ルールの義務免除や
特恵関税など，さまざまな優遇措置を享受することができる。しかし，この
S&D は途上国間 RTA には適用されるが⑻，先進国－途上国間で締結された
RTA には適用されない⑼。

















前文 付属協定 章 条項（環境に関する章以外のもの）
1 1985/8/19 Israel × × × なし
2 1994/1/1 Canada, Mexico（NAFTA） ○ ○ ×
MEA との関係（104条），
投資（1106，1114条など）
3 2001/12/17 Jordan ○ × × 環境（ ₅ 条），一般的例外（12条），履行監督（15条）
4 2004/1/1 Chile ○ × 第19章 投資（10.12条），一般的例外（23.1条）
5 2004/1/1 Singapore ○ × 第18章 投資（15.10条），履行監督（20.1条），一般的例外（21.1条）
6 2005/1/1 Australia ○ × 第19章 投資（11.11条），履行監督（21.1条），一般的例外（22.1条）
7 2006/1/1 Morocco ○ × 第17章 投資（10.10条）
8 2006/8/1 Bahrain ○ × 第16章 一般的例外（20.1条）
9 2006～ 2009年1） CAFTA-DR ○ × 第17章 投資（10.1条），一般的例外（21.1条）
10 2009/1/1 Oman ○ × 第17章 投資（10.10条），一般的例外（21.1条）
11 2009/2/1 Peru ○ × 第18章 投資（10.11条），一般的例外（22.1条）
12 2012/3/15 South Korea ○ × 第20章 投資（11.10条），政府調達（17.7条），一般的例外（23.1条）
13 2012/5/15 Colombia ○ × 第18章 投資（10.11条），一般的例外（22.1条）




　米国が締結した RTA の特徴は，NAFTA の環境に関する補完協定（NAAEC）
を原型に，その後の多くの RTA が本協定のなかに環境に関する詳細な章を
有していることである。例外として，前文にも本協定にも環境に関する言及
がない US-Israel RTA と，本協定の第 ₅ 条で環境について規定するのみであ
る US-Jordan RTA ⑿の二つが挙げられる。
　US-Israel， US-Jordan を除いた，各 RTA の環境関連章／付属協定を比較し




















環境基準の維持 ･ 強化を促す機能を有している。RTA の環境条項が実際に
相手国の環境政策にどの程度の影響を与えているかを明らかにするのは難し
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環境保護実施メカニズム（Mechanisms to Enhance Environmental Performance）
違反申立に対する手続きを円滑に実施するために，任意のメカニズムを整備する。
5
制度整備（Institutional Arrangement: Environmental Affairs Council）
条約の履行確保に向けて，組織（Environmental Affairs Council）を設立する。
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他の国際レジームとの関係（Relationships to other international regimes）
各締約国は，個々の環境目的を達成するために貿易制限措置を備えている場合であっても，MEAs の重要
性を認めている。そして，ドーハ閣僚宣言に盛り込まれているように，既存の WTO ルールと MEAs に規
定されている貿易制限措置の関係について交渉が続けられていることにも留意。その交渉結果について，
当該協定にも効力が及ぶかどうかについては協議が必要である。























₂ ．EU の RTA における環境条項の特徴
　EU はこれまで多くの RTA を結んできており，その数は2013年12月時点
で34本に上る。相手国としてはヨーロッパが一番多く，次いで中東，アフリ
カとなっている（表 ₃ ）。2011年 ₇ 月に効力を発した EU-South Korea RTA は
アジア諸国との最初の RTA となった。





いなかったが，海外領（Oversea Countries and Territories: OCT）との協定であ
る EU-OCT RTA や関税同盟である EU-San Marino RTA は，それぞれ2000年
代に入ってから改定された際に，環境条項が挿入されている。また，EU-





に締結された RTA の多くがこのタイプであり，EU-South Africa RTA や EU-
Jordan RTA，EU-Montenegro RTA などはこれにあたる。それらのなかでは，
たとえば，EU-South Africa RTA の場合，産業協力は「環境保護，持続的開
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× × × ―
3 1973/4/1 Iceland × × × ―
4 1973/7/1 Norway × × × ―
5 1977/7/1 Syria × × × 協力（ ₄ 条）




× × × 環境保全（16条）
8 1994/1/1 EEA × × × ―
9 1996/1/1 Turkey（関税同盟） × × × ―




× × × 経済協力と社会開発（50条）
12 1998/3/1 Tunisia × × × 経済協力（43，45条），環境協力（48条）
13 2000/1/1 South Africa × × ×
経済協力（50，51，57～60条），開発協力（66条），
環境協力（84条）
14 2000/3/1 Morocco × × × 経済協力（43，45，49条），環境協力（48条）
15 2000/6/1 Israel × × × 経済協力（42，46，51条），環境協力（50条）





× × × 政策協力（80，85，98，99条），環境（103条）
18 2002/5/1 Jordan × × × 経済協力（60，62，71，75条），環境協力（65条）
19 2003/2/1 Chile2） ○ × × 協力（16，24，44～49条），環境協力（28条）
20 2003/3/1 Lebanon × × × ―
21 2004/6/1 Egypt × × × 経済協力（40，54，60条），環境協力（44条）
22 2005/9/1 Algeria ○ × × 経済協力（48，50，58，61），環境協力（52条）
23 2006/12/1 Albania × × × 協力（86，92，106条），環境協力（108条）




× × × ―
26 2008/11/1 CARIFORUM ○ × 第 ₄ 章
持続的開発（ ₃ ， ₈ 条），農業（43条），TBT（45，
49条），環境基準の維持（73条），協力（190条）
27 2009/1/1 Cote d’lvoire × × × 環境保護のための関税賦課（16条），透明性（41条）
28 2009/11/1 Cameroon ○ × × 持続的開発（60条）
29 2009/12/20
Papua New Guinea 
and Fiji
× × × 持続的開発（ ₃ 条）
30 2010/2/1 Serbia × × × ―
31 2011/7/1 South Korea ○ × 第13章 環境基準の維持（1.1条）
32 2012/5/14 ESA × × 第 ₄ 章 漁業（25条），経済開発協力（38条）
33 2013/3/1 Colombia and Peru ○ × 第 9 章 一般的例外（106条）
34 2013/8/1 Central America ○ × 第 ₅ 章 政治対話（20条），協力（63～67条）
（出所）　WTO，EU のウェブサイト等から，筆者作成。
（注）　1）物品 RTA とサービス RTA がある場合は，物品 RTA の効力発生日。




に資する条件を課している。しかし EU-Cameroon RTA や EU-Papua New 
Guinea and Fiji RTA のように，持続的開発に関する条文のなかで環境に言及
するにとどまっているものもある。
　三つ目のカテゴリーに該当するのは2000年代後半から2010年代にかけて発
効した RTA である。なかでも EU-CARIFORUM⒁ RTA や EU-ESA ⒂ RTA は
コトヌ協定に代わるアフリカ ･ カリブ ･ 太平洋（African, Caribbean and Pacific: 
ACP）諸国との双務的な RTA として締結されたもので，ACP 諸国に対する
特恵貿易制度を含むロメ協定の流れをくんでいる。とりわけ EU-CARIFO-
RUM RTA はカリブ海地域の開発を主要な目的としているが，同時に，環境







　EU の RTA の多くには，投資奨励のために環境基準を緩和することを禁
じる条文がない。また，国際環境条約との関係や一般的例外として準用して
いる GATT 第20条に環境も含めるといった規定もない。この点，明文規定
を有する米国やカナダの RTA と大きな違いがある（Colyer 2011, 132-133）。
しかし，2011年の EU-South Korea RTA には国際環境条約の当事国としての
義務を果たすこと（第13.5条），環境保護水準の決定権や環境関連法の執行権
は各国が有していること（第13.3条）などの条項がある。また，2013年の

























RTA では署名に際して共同声明が発表され，その添付声明 ₄ 本のうちの一
つとして，環境に関する声明が採択された⒃。さらに2011年 ₈ 月に発効した








前文 付属協定 章 条項（環境に関する章以外のもの）
1 2002/11/30 Singapore × × × 例外条項（54条：相互認証の規定に関する一般的例外），環境協力（実施取極第 ₈ 章：科学技術）31条






3 2006/7/13 Malaysia × × × 投資（90条），環境協力（140条（g））





5 2007/11/1 Thailand × × × 投資（111条）
6 2008/7/1 Indonesia × × × 投資（74条），環境協力（134条（i））


























12 2011/8/1 India ○ × ×
環境保護の水準（ ₈ 条），環境法の施行（ ₈ 条）
MEAs との関係（ ₈ 条），投資（99条）
環境協力（129条（a））
















が以前の RTA の場合は ₇ ～10番目であったのに対し，Japan-India RTA では
₁ 番目に挙げられている。
　環境に関する共同声明の採択という点では，2012年の Japan-Peru RTA でも，
署名（2011年 ₅ 月）に際し「貿易と環境に関する共同声明」と「生物多様性，
遺伝資源の取得の機会および伝統的な知識に関する共同声明」が発表された。






























₄ ．カナダの RTA における環境条項の特徴
　カナダは RTA に署名すると同時に環境，労働，投資に関する協定にも署
名し，これら全体で両国の経済関係を緊密化させる手法をとっている。これ
まで締結・署名した RTA のうち，イスラエルと欧州自由貿易連合（European 
Free Trade Association: EFTA）を除くすべての RTA で環境に関する協定を別
途締結している。イスラエルの場合は，経済関係の強化というよりも政治的
関係の強化という色彩が強いため，協定が対象とする項目も条文数もほかの


















◦　 環境法，環境政策に関する public awareness を高め，そのため
に環境関連の情報へのアクセスを確保する
◦　環境影響評価









前文 付属協定 章 条項（環境に関する章以外のもの）
1 1994/1/1 U.S.A，Mexico（NAFTA） ○ ○ ×
MEA との関係（104条）
投資（1106，1114条など）
2 1997/1/1 Israel × × × 一般的例外（10.1条）




4 2002/11/1 Costa Rica ○ ○ × MEA との関係（I.4条） 一般的例外（XIV.1条）
5 2009/7/1 EFTA ○ × × 一般的例外（22条）










8 2012/10/1 Jordan ○ ○ 第10章 MEA との関係（1-5条） 一般的例外（15-1条）






















₅ ．途上国間の RTA における環境条項の特徴
　途上国間 RTA は途上国に与えられた優遇措置（S&D）により，先進国が




ラテンアメリカの MERCOSUR，アジアの ASEAN 自由貿易地域（ASEAN 
Free Trade Area: AFTA），南アジア自由貿易地域（South Asia Free Trade Area: 
SAFTA），太平洋島嶼国自由貿易協定（Pacific Island Countries Trade Agreement: 
PICTA），アフリカの東南部アフリカ市場共同体（Common Market for Eastern 
and Southern Africa: COMESA），東アフリカ共同体（East African Community: 
EAC），南部アフリカ開発共同体（Southern African Development Community: 
SADC）などが形成されている。近年では途上国における二国間 RTA も増え
てきており，India-Chile RTA や India-Malaysia RTA，Chile-Colombia RTA，
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　Japan-Philippines RTA の環境関連条項は，日本の RTA の「ひな形」とさ






































































れに対する解決策を検討 ･ 実施できる仕組みを RTA 本体に組み込んでおく
ことが重要となろう。
〔注〕






国－途上国 RTA と途上国間 RTA に分けられる。本来，RTA はお互いが対等
の立場に立って，相互に自由化し，それぞれの自由化の利益を享受し合うと
いう仕組みで成り立っている。このため最初は，たとえばオーストラリア－








“Free Trade Agreement,” “Economic Partnership Agreement,” “Trade Promotion 
Agreement,” “Closer Economic Relations,” “Comprehensive Economic Coopera-
tion Agreement,” “Comprehensive Economic Partnership Agreement,” “Economic 
Partnership Agreement”など多様である。このため RTA の略称についてもさ
まざまとなる。本章では数多くの RTA に言及することから，個々の RTA の
固有名の略称を使用しているとどこの国の RTA なのか判りにくくなってし
まう。そこで二国間の場合は「国名－国名 RTA」という表記方法に統一する
（The Japan-Singapore Economic Partnership Agreement の略称は，一般的に使
用されている JSEPA ではなく Japan-Singapore RTA と表記）。当事者が複数国
のグループである場合，たとえば EU や ASEAN などについても，それらグル
ープを一つの国家とみなして，二国間 RTA と同様の表記をする（たとえば，
278





された（UNEP and IISD 2005, 97）。
⑹　カナダは，投資協定を交渉・締結する際も事前の環境アセスメントの実施
を合意の条件としている。
⑺　EU の SIA は厳密な意味で法的義務となってはいないが，その基礎となって
いるガイドラインは法的拘束力のある文書として扱われている（Tébar Less 
and Kim 2008, 8）。
⑻　途上国間 RTA は「授権条項」（Enabling Clause）と呼ばれる規定により，
GATT 第24条やサービス貿易に関する一般協定（General Agreement on Trade 




⑼　先進国－途上国 RTA に S&D を適用するかについては賛否両論がある。




の適用を求める声も強く，とりわけ EU との RTA 締結を進めているアフリ
カ・カリブ・太平洋（African, Caribbean and Pacific: ACP）諸国は現在交渉中





⑽　検討の中心はあくまで先進国－途上国 RTA であるが，各国の RAT のうち，
先進国－先進国 RTA と先進国－途上国 RTA とで規定に違いがあるのかなども















⒁　1992年に設立された ACP 諸国のカリブ海地域フォーラム（Caribbean Forum 
of the ACP States）のことで，15カ国が参加している。
⒂　Eastern and Southern Africa 諸国のことで，マダガスカル，モーリシャス，
セイシェル，ジンバブエの ₄ カ国。
⒃　その他 ₃ 本の添付声明は，ダンピング防止措置，貿易の技術的障害（techni-
cal barriers to trade: TBT）および労働に関するものである。
⒄　 こ う し た 規 定 は Canada-Chile，Canada-Costa Rica，Canada-Colombia，
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